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外国為替及び外国貿易法第２５条第１項及び外国為替令第１７条第２項の規定に基づき許可を要する技術を提供する取引又は行為についての一

部を改正する通達新旧対照表（傍線部分は改正部分）

○外国為替及び外国貿易法第２５条第１項及び外国為替令第１７条第２項の規定に基づき許可を要する技術を提供する取引又は行為について

（平成４年１２月２１日付け４貿局第４９２号）

改 正 後 現 行

（略） （略）

１～３ （略） １～３ （略）

別紙１ 外為令別表（貨物等省令を含む。）中解釈を要する語 別紙１ 外為令別表（貨物等省令を含む。）中解釈を要する語

外為令 外為令別表中 外為令 外為令別表中

別表の 解釈を要する 解 釈 別表の 解釈を要する 解 釈

項 語 項 語

１～５ （略） （略） １～５ （略） （略）

６ （略） （略） ６ （略） （略）

貨物等省令第 貨物等省令第５条 貨物等省令第 以下のいずれかに

１８条第１項 第二号ロ（三）並 １８条第１項 該当する貨物の設

第一号に掲げ びに貨物等省令第 第一号に掲げ 計、製造に係る技

る技術のうち １８条第１項第一 る技術のうち 術（プログラムを

、貨物等省令 号イ及びロに該当 、貨物等省令 除く。）を除く。

第５条第二号 しない貨物（一方 第５条第二号 イ 研削をするこ

ロ（三）若し 向位置決めの繰返 ロ（三）若し とができる工作

くは貨物等省 し性の申告値によ くは貨物等省 機械であって、

令第１８条第 って確認できるも 令第１８条第 位置決め精度に

１項第一号イ のに限る。）の設 １項第一号イ 係る申告値が０

若しくはロに 計若しくは製造に 若しくはロに ．００３ミリメ

該当するもの 係る技術又は貨物 該当するもの ートルを超える

の設計又は製 等省令第１５条第 の設計又は製 もの（貨物等省



- 2 -

造に必要な技 １項第四号に該当 造に必要な技 令第５条第二号

術 する技術を除く。 術（プログラ ハ（二）に該当

ムを除く。） するものを除く

及び貨物等省 。）

令第１８条第 ロ フライス削り

１項第二号に をすることがで

掲げる技術（ きる工作機械で

プログラムを あって、次のい

除く。） ずれかに該当す

るもの（貨物等

省令第５条第二

号ロ（四）に該

当するものを除

く。）

（一）輪郭制御

をすること

ができる直

線軸の数が

３でかつ、

輪郭制御で

きる回転軸

の数が１の

ものであっ

て、直線軸

の位置決め

精度に係る

申告値が０

．００３ミ

リメートル

を超えるも

の

（二）輪郭制御

をすること

ができる軸

数が５以上
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のものであ

って、次の

いずれにも

該当しない

もの（貨物

等省令第５

条第二号ロ

（二）４に

該当するも

のを除く。

）

１ 移動量

が１メー

トル未満

の直線軸

のうち、

いずれか

１軸以上

の直線軸

の位置決

め精度に

係る申告

値が０．

００３ミ

リメート

ル以下の

もの

２ 移動量

が１メー

トル以上

２メート

ル未満の

直線軸の

うち、い

ずれか１
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軸以上の

直線軸の

位置決め

精度に係

る申告値

が０．０

０４５ミ

リメート

ル以下の

もの

３ 移動量

が２メー

トル以上

の直線軸

のうち、

ミリメー

トルで表

したいず

れか１軸

以上の直

線軸の位

置決め精

度に係る

申告値が

、次に掲

げる式に

より算出

した数値

以下のも

の

０．００

４５＋０

．００７

×（Ｌ－

２）ミリ
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メートル

（Ｌはメ

ートルで

表した直

線軸の移

動量）

（三）ジグ中ぐ

り盤であっ

て、直線軸

の位置決め

精度に係る

申告値が０

．００３ミ

リメートを

超えるもの

ハ 旋削をするこ

とができる工作

機械であって、

位置決め精度に

係る申告値が０

．００３ミリメ

ートルを超える

もの

注：一方向位置決 注：位置決め精度

めの繰返し性 に係る申告値

の申告値とは とは、運用通

、運用通達１ 達１－１（７

－１（７）の ）の輸出令別

輸出令別表第 表第１中解釈

１中解釈を要 を要する語の

する語の欄に 欄に掲げる語

掲げる語中、 中、輸出令別

輸出令別表第 表第１の６の

１の６の項の 項の欄中の位

欄中の「貨物 置決め精度の
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等省令第５条 解釈中に規定

第二号イ、ロ する「位置決

及びハ中の一 め精度の申告

方向位置決め 値」と同じ。

の繰返し性」

の解釈中「注

１」に規定す

る「一方向位

置決めの繰返

し性の申告値

」と同じ。

一方向位置決 運用通達１－１（７）の輸出令別表第 直線軸の位置 運用通達１－１－（７）の輸出令別表

めの繰返し性 １中解釈を要する語の欄に掲げる語中 決め精度［貨 第１中解釈を要する語の欄に掲げる語

、輸出令別表第１の６の項の欄中の「 物等省令第１ 中、輸出令別表第１の６の項の欄中の

一方向位置決めの繰返し性」の解釈に ８条第１項第 直線軸の位置決め精度［貨物等省令第

同じ。 一号イ、ロ中 ５条第二号イ、ロ及びハ（一）中の位

の位置決め精 置決め精度の測定方法］の解釈に同じ

度の測定方法 。

］

貨物等省令第 数値制御を行うこ 左欄のイからハま （新設） （新設）

１８条第１項 とができる工作機 でのいずれにも該

第二号に掲げ 械（金属、セラミ 当しない工作機械

る技術のうち ック又は複合材料 （位置決め精度の

、貨物等省令 を加工することが 申告値により確認

第５条第二号 できるものに限る できるものに限る

に該当する貨 。）であって、輪 。）であって、貨

物の設計又は 郭制御をすること 物等省令第５条第

製造に必要な ができる軸数が２ 二号に掲げる貨物

技術 以上の電子制御装 のいずれにも該当

置を取り付けるこ しないもの（一方

とができるものの 向位置決めの繰返

うち、次のイから し性の申告値によ

ハまでのいずれか り確認できるもの
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に該当するもの（ に限る。）の設計

ニに該当するもの 若しくは製造に係

を除く。）の設計 る技術又は貨物等

又は製造に必要な 省令第１５条第１

技術を含む。 項第四号に該当す

イ 旋削をするこ る技術を除く。

とができる工作 注１：位置決め精

機械であって、 度の申告値

直径が３５ミリ とは、運用

メートルを超え 通達１－１

るものを加工す （７）の輸

ることができる 出令別表第

もののうち、国 １中解釈を

際規格ＩＳＯ２ 要する語の

３０／２（１９ 欄に掲げる

８８）で定める 語中、輸出

測定方法により 令別表第１

直線軸の全長に の２の項の

ついて測定した 欄中の「位

ときの位置決め 置決め精度

精度が０．００ 」の解釈中

６ミリメートル 「注１」に

未満のもの（棒 規定する「

材作業用の旋盤 位置決め精

のうち、スピン 度の申告値

ドル貫通穴から 」と同じ。

材料を差し込み 注２：一方向位置

加工するもので 決めの繰返

あって、加工で し性の申告

きる材料の最大 値とは、運

直径が４２ミリ 用通達１－

メートル以下の １（７）の

もの（チャック 輸出令別表

を取り付けるこ 第１中解釈

とができないも を要する語
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のに限る。）を の欄に掲げ

除く。） る語中、輸

ロ フライス削り 出令別表第

をすることがで １の６の項

きる工作機械で の欄中の「

あって、国際規 貨物等省令

格ＩＳＯ２３０ 第５条第二

／２（１９８８ 号イ、ロ及

）で定める測定 びハ中の一

方法により直線 方向位置決

軸の全長につい めの繰返し

て測定したとき 性」の解釈

の位置決め精度 中「注１」

が０．００６ミ に規定する

リメートル未満 「一方向位

のもの（国際規 置決めの繰

格ＩＳＯ８４１ 返し性の申

（数値制御工作 告値」と同

機械－座標軸及 じ。

び運動の記号）

で定めるＸ軸の

方向の移動量が

２メートルを超

えるものであっ

て、国際規格Ｉ

ＳＯ２３０／２

（１９８８）で

定める測定方法

により国際規格

ＩＳＯ８４１で

定めるＸ軸の全

長について測定

したときの位置

決め精度が０．

０３ミリメート



- 9 -

ルを超えるもの

に該当するもの

を除く。）

ハ 研削をするこ

とができる工作

機械であって、

国際規格ＩＳＯ

２３０／２（１

９８８）で定め

る測定方法によ

り直線軸の全長

について測定し

たときの位置決

め精度が０．０

０４ミリメート

ル未満のもの（

次のいずれかに

該当するものを

除く。）

（一）円筒外面

研削盤、円

筒内面研削

盤又は円筒

内外面研削

盤であって

、国際規格

ＩＳＯ８４

１で定める

Ｘ軸、Ｚ軸

及びＣ軸の

みを有する

もののうち

、外径又は

長さが１５

０ミリメー
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トル以内の

ものを研削

するように

設計したも

の

（二）ジグ研削

盤であって

、次の１及

び２のいず

れにも該当

しないもの

１ 国際規

格ＩＳＯ

８４１で

定めるＺ

軸を有す

るものの

うち、国

際規格Ｉ

ＳＯ２３

０／２（

１９８８

）で定め

る測定方

法により

当該Ｚ軸

の全長に

ついて測

定したと

きの位置

決め精度

が０．０

０４ミリ

メートル

未満のも
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の

２ 国際規

格ＩＳＯ

８４１で

定めるＷ

軸を有す

るものの

うち、国

際規格Ｉ

ＳＯ２３

０／２（

１９８８

）で定め

る測定方

法により

当該Ｗ軸

の全長に

ついて測

定したと

きの位置

決め精度

が０．０

０４ミリ

メートル

未満のも

の

ニ 次のいずれか

を製造するため

のみに設計した

もの

（一）歯車

（二）クランク

軸又はカム

軸

（三）工具又は
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刃物

（四）押出機の

ウォーム

注１：直線軸の全

長について

測定したと

きの位置決

め精度とは

、運用通達

１－１（７

）の輸出令

別表第１中

解釈を要す

る語の欄に

掲げる語中

、輸出令別

表第１の２

の項の欄中

の｢直線軸の

全長につい

て測定した

ときの位置

決め精度［

貨物等省令

第１条第十

四号イ（一

）、ロ（一

）及びハ（

一）中の位

置決め精度

の測定方法

］｣の解釈に

同じ。

注２：複数の対象

となる加工
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方法を行う

ことができ

る工作機械

（棒材作業

用の旋盤の

うち、スピ

ンドル貫通

穴から材料

を差し込み

加工するも

のであって

、加工でき

る材料の最

大直径が４

２ミリメー

トル以下の

もの（チャ

ックを取り

付けること

ができない

ものに限る

。）を除く

。）にあっ

ては、可能

な全ての加

工方法に対

し、関係す

るイからハ

までの全て

の項目を確

認し判断す

ること。

（略） （略） （略） （略）
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７ （略） （略） ７ （略） （略）

貨物等省令第 以下のいずれかに （新設） （新設）

１９条第３項 該当する技術を除

第三号中の技 く。

術（プログラ イ 拡張命令を通

ムを除く。） じてアナログ信

号をデジタル的

に処理するもの

の設計又は製造

に必要な技術

ロ 最小線幅が０

．１３マイクロ

メートル以上、

かつ、金属層が

５層以下の多層

構造を有するマ

イクロプロセッ

サ、マイクロコ

ンピュータ若し

くはマイクロコ

ントローラのコ

アの設計又は製

造に必要な技術

貨物等省令第 浮動小数点ベクトル演算を複数同時に ベクトル演算 浮動小数点ベクトル演算を複数同時に

１９条第３項 実行する命令が組み込まれたプロセッ 器 実行する命令が組み込まれたプロセッ

第三号イ中の サ要素であって、少なくとも一つのベ サ要素であって、少なくとも一つのベ

ベクトル演算 クトル演算ロジックユニット及び３２ クトル演算ロジックユニットを有する

器 要素以上のベクトルレジスタを有する もの。

ものをいう。

（略） （略） （略） （略）

貨物等省令第 音声や画像などのアナログ情報をデジ １６ビットの 音声や画像などのアナログ情報をデジ
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１９条第３項 タル的に処理するものをいう。デジタ 固定小数点積 タル的に処理するものをいう。デジタ

第三号ハ中の ルシグナルプロセッサともいう。 和演算処理を ルシグナルプロセッサともいう。

１６ビットの １サイクル当

固定小数点積 （削る） たり４を超え 拡張命令を通じて

和演算処理を て実現できる アナログ情報をデ

１サイクル当 ように設計 ジタル的に処理す

たり８を超え したもの るものを除く。

て実現できる

ように設計し

たもの

（略） （略） （略） （略）

８ （略） （略） ８ （略） （略）

９ （略） （略） ９ （略） （略）

貨物等省令第 輸出令別表第１の 貨物等省令第 輸出令別表第１の

２１条第１項 ９の項（７）、（ ２１条第１項 ９の項（７）から

第二号の二、 ８）、（１０）又 第二号の二、 （１１）までの中

第三号、第十 は（１１）の中欄 第三号、第十 欄に掲げる貨物又

二号、第十二 に掲げる貨物又は 二号、第十二 は当該貨物の設計

号の二及び第 当該貨物の設計、 号の二及び第 、製造若しくは使

十六号の規定 製造若しくは使用 十六号の規定 用に係る技術であ

中の技術（プ に係る技術であっ 中の技術（プ って貨物等省令第

ログラムを除 て貨物等省令第２ ログラムを除 ２１条第１項に該

く。） １条第１項に該当 く。） 当するものの機能

するものの機能、 、特性又は処理方

特性又は処理方式 式の実装を評価又

の実装を評価又は は明らかにするた

明らかにするため めに実行された処

に実行された処理 理手順から得られ

手順から得られる る情報セキュリテ

情報セキュリティ ィに関する技術デ

に関する技術デー ータ（プログラム
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タ（プログラムを を除く。）を含む

除く。）を含む。 。

（略） （略） （略） （略）

１０ （略） （略） １０ （略） （略）

二乗平均平方 （略） 二乗平均 （略）

根

（略） （略） （略） （略）

１１・ （略） （略） １１・ （略） （略）

１２ １２

１３ （略） （略） １３ （略） （略）

燃焼器出口温 ガスタービンエンジンが証明を受けた 燃焼器出口温 ガスタービンエンジンが証明を受けた

度 最大連続使用温度の定常状態モードに 度 最大連続使用温度の定常状態モードに

て動作している状態において、燃焼器 て動作している状態において、燃焼器

出口面とタービン入口案内翼の前縁と 出口面とタービン入口案内翼の前縁と

の間の平均よどみ点温度（米国自動車 の間の平均よどみ点温度（米国自動車

技術者協会（ＳＡＥ）ＡＲＰ７５５Ａ 技術者協会（ＳＡＥ）ＡＲＰ７５５Ａ

に定義されるエンジンステーションＴ に定義されるエンジンステーションＴ

４０（燃焼器出口温度）にて計測され ４０（燃焼器出口温度）にて計測され

たものをいう。）をいう。 たものをいう。）をいう。

注：定常状態とは、当該ガスタービン

エンジンの吸気口の周囲の温度及

び気圧が一定の場合において、当

該ガスタービンエンジンの出力が

一定である状態をいう。

（略） （略） （略） （略）

（削る） （削る） 定常状態 当該ガスタービンエンジンの吸気口の
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周囲の温度及び気圧が一定の場合にお

いて、当該ガスタービンエンジンの出

力が一定である状態をいう。

ガス流路温度 ガスタービンエンジンが証明又は指定 ガス流路温度 ガスタービンエンジンが証明又は指定

を受けた最大連続使用温度の定常状態 を受けた最大連続使用温度の定常状態

モードにて動作している状態における モードにて動作している状態における

タービン前縁面における平均よどみ点 タービン前縁面における平均よどみ点

温度をいう。 温度をいう。

注：定常状態とは、当該ガスタービン

エンジンの吸気口の周囲の温度及

び気圧が一定の場合において、当

該ガスタービンエンジンの出力が

一定である状態をいう。

（略） （略） （略） （略）

貨物等省令第 エンジン及び航空 貨物等省令第 エンジン及び航空

２５条第３項 機の機体の統合に ２５条第３項 機の機体の統合に

第三号中の技 関する技術情報で 第三号中の技 関する技術情報で

術 あって、一般の航 術 あって、一般の航

空路線で使用する 空路線で使用する

ために本邦又は貨 ために本邦又は別

物等省令別表第二 表第二に掲げる地

に掲げる地域の政 域の政府機関によ

府機関により公開 り公開を要請され

を要請されるもの るもの（据付マニ

（据付マニュアル ュアル、作業指示

、作業指示書、持 書、持続耐空性に

続耐空性に係る指 係る指示書を含む

示書を含む。）及 。）及びインター

びインターフェー フェース機能（入

ス機能（入出力処 出力処理、機体の

理、機体の推力又 推力又は軸出力要

は軸出力要求を含 求を含む。）に係
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む。）に係るもの るものを除く。

を除く。

（略） （略） （略） （略）

１４～ （略） （略） １４～ （略） （略）

１６ １６

別紙１－２～別紙４ （略） 別紙１－２～別紙４ （略）

参考様式１～４ （略） 参考様式１～４ （略）


